
 

 

新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた地域の医療提供体制の 

確保・充実を求める意見書 

 

地域の医療提供体制については、各都道府県において「医療計画」を策定し、

必要となる医療機能や各医療機能を担う医療機関等を定めるなど、医療連携体

制の構築に向けた取組を進めるとともに「地域医療構想」を策定し、病床機能

ごとに、2025 年の医療需要と病床の必要量を推計した上で、将来の医療需要を

見据えた病床機能の分化・連携に向けた取組を進めているところである。 

こうした計画等は、今般の新型コロナウイルス感染症のような一般の医療に

大きな影響が及ぶ新興感染症の感染拡大時における医療提供体制を勘案し策定

されたものではなく、平時の医療需要に対応した医療資源の適正配置に向けた

取組を進めるものである。 

本県では、今般の新型コロナウイルス感染症の対応に当たって、感染症病床

のほか、感染防止対策を講じつつ一般病床を感染症病床に転用し、患者の受入

を行っており、一般医療の提供体制に大きな影響が及んでいるところである。 

しかしながら、中長期的には人口減少・高齢化は着実に進み、医療ニーズの質・

量が徐々に変化するとともに、労働力人口の減少により医療人材の確保面での

制約が一層厳しくなると見込まれているため、今取り組むべきは、将来の医療

ニーズを見据えつつ、感染拡大時における医療需要に対応できる質の高い効率

的な医療提供体制の構築である。 

よって、国におかれては、地域医療構想など地域の実情に応じた医療提供体

制の確保に向けた取組を進めるに当たって、新型コロナウイルス感染症対策に

支障がないよう、地域医療構想について慎重な対応を図るとともに、感染症対

応を勘案し、医療機能を適切に発揮できる病床の確保や、それに見合う医療人

材の確保等の観点から施策を講じるよう、強く要望する。 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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